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日亜鍛工株式会社の株式の取得（子会社化）に関するお知らせ  

 

当社は、2024年 12月 25日開催の取締役会において、下記のとおり、日亜鍛工株式会社

（以下、「対象会社」） の株式を取得し、当社の連結子会社とすることについて決議いたし

ましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式の取得の理由 

 当社は、2024年 12月期を初年度とする中期経営計画において独自の存在価値を発揮し続

けるために３か年の中期経営計画を策定しました。中期経営計画では具体的に、以下の取り

組みを進めております。 

I. 事業ポートフォリオの再構築 

II. 経営基盤の強化 

III. 資本効率の向上 

 上記の中期経営計画では、Ⅰ.事業ポートフォリオの再構築において、新技術導入、Ｍ＆

Ａ、アライアンス活用による新たな価値の創造を実施事項として掲げ、Ｍ＆Ａの手法による

戦略的投資での新技術・新顧客、新たな資源の獲得による事業拡大をアクションプランとし

ており、本件はその取り組みの一環となります。 

 

 対象会社は、1972 年の設立以来、金型設計から各種鍛造製品の製造を一貫生産で行い、

その確かな技術を背景に鍛造市場で存在感を示し、業界最大級のエアスタンプハンマーに

よる大型鍛造品の製造を強みとしております。特に、インフラストラクチャーの基礎となる

タービン用部品、建設機械用部品、鉄道用部品等大型鍛造品の製造を手掛け、社会に貢献し

ております。 



今回、対象会社を当社グループに迎えることで、両社のコアコンピタンスを活かしつつ新

たな価値を創造し、事業領域を拡大するとともに鍛造製品市場での確固たる地位確立を図

ります。 

引き続き中期経営計画の達成のため、更なるグループの成長機会の獲得を図り、収益力及

び資本効率の向上を目指してまいります。 

 

２．連結子会社となる会社の概要 

（１） 名 称 日亜鍛工株式会社 

（２） 所 在 地 群馬県富岡市妙義町北山 77番地 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 松田 健治 

（４） 事 業 内 容 精密型打鍛造全般 

（５） 資 本 金 50,000千円 

（６） 設 立 年 月 日 1972年 1月 19日 

（７） 大株主及び持株比率 株式会社日精ものづくりホールディングス（100％） 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 2022年 3月期 2023年 3月期 2024年 3月期 

 純 資 産 908,304千円 938,134千円 1,008,866千円 

 総 資 産 1,397,058千円 1,558,038千円 1,722,927千円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 7,445.12円 7,689.62円 8,269.39円 

 売 上 高 1,877,078千円 2,186,613千円 2,263,071千円 

 営 業 利 益 14,554千円 16,566千円 94,247千円 

 経 常 利 益 22,685千円 33,648千円 80,767千円 

 当 期 純 利 益 17,401千円 23,372千円 57,836千円 

 １株当たり当期純利益 142.63円 191.58円 474.06円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 -円 -円 -円 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 法 人 名 株式会社日精ものづくりホールディングス 

（２） 住 所 群馬県富岡市妙義町北山 77番地 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 松田 健治 

（４） 事 業 内 容 
有価証券の保有及び管理 

経営指導、経理事務、顧客管理、福利厚生事務の代行 



（５） 資 本 金 80,000千円 

（６） 設 立 年 月 日 2011年４月１日 

（７） 純 資 産 2,023,675千円 

（８） 総 資 産 2,369,513千円 

（９） 大株主及び持株比率 株式会社ダッチパートナーズ（99.96％） 

（10） 

上 場 会 社 と 

当該会社との間の 

関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

 

４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

－株 

（議決権の数：－個） 

（議決権所有割合：0.0％） 

（２） 取 得 株 式 数 
122,000株 

（議決権の数：122,000個） 

（３） 取 得 価 額 

普通株式 920,000千円 

仲介手数料等(概算額) 85,000千円 

合計(概算額) 1,005,000千円 

（４） 異動後の所有株式数 

122,000株 

（議決権の数：122,000個） 

（議決権所有割合：100％） 

 

５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2024年 12月 25日 

（２） 株式譲渡契約締結日 2024年 12月 25日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 2025年 ２月 １日（予定） 

 

６．今後の見通し 

 本件株式取得により、対象会社は 2025年第１四半期より当社の連結子会社となる見込み

です。また、2024年 12月期の連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以  上 


